















た｡ すなわち, 営業税は従来市町村サービスに対する企業の応益的負担として, 長きに渡って
多かれ少なかれ外形標準課税的性格を維持し, 市町村に安定した収入をもたらす貴重な財源で
あり続けた｡ しかし, まさにこのことが企業の側からは営業税は ｢収益無関連な｣ 負担をもた
らし, ひいては ｢元本課税｣ でさえあるという不満と攻撃の種とされてきた｡ ドイツ統一後,
年代後半に実施された改革によってその外形標準的性格はほとんど払拭され, 収益税とし
ての性格を強めたが, それでもなお企業サイドはその負担がドイツ企業の国際競争力を弱める
として廃止の機会を窺っている｡ 一方, 財源不足をかこつ市町村にとっては, 長年の ｢改革｣









) 営業税の歴史については, (), 	

() (), 伊東
(), 中村 (), 関野 () などを参照｡
るようになり, 世紀以降, 邦国の特別課税として, さらには正規課税として営業税が導入
され各地に普及していった｡ 営業税は旧来の資産課税から脱皮し, 土地, 建物, 営業に対する











ヴァイマル体制下において, 営業税は市町村専属の税ではなくなった｡ すなわち, それを市町
村税とするか州税とするかはそれぞれの州の決定に委ねられることなり, 市町村の税源への州




なわち, 課税ベースは営業収益, 営業資本および賃金総額とされ, 前者は全国統一の課税ベー
スとされ, 賃金総額についてはその採用は任意とされた｡
第次大戦後, 年に制定された基本法では営業税については連邦に競合的立法権が付





業は非課税とした｡ その理由は, ｢『医師, 裁判官その他の学問的教養ある人々の自尊心』 が, 彼らに
『機械的』 労働者と同様に課税することによって傷つけられるべきではない｣ というものであった
( (), !")｡ 自営事業者への営業税の非課税という今日にまで尾を引く問題の淵源は実に
この時代に遡るのである｡  の研究は, プロイセンを含めバイエルン, ヴュルテンベルク, バーデ
ンの邦国それぞれにおける営業税生成期の歴史を紹介していて興味深い｡
) この時期の営業税は次のようにきわめて地域的に多様であった｡ 第に課税標準は営業収益, 営業
資本, 賃金総額 (テューリンゲンのみは財産価格も)であったが, これらの要素をそれなりに組み合
わせる州もあれば, 要素ないし要素のみを使用する州もあった｡ さらに, プロイセンのように営
業収益に代えて賃金総額を選択するか否かを市町村に委ねるという例もあった｡ 第に, 課税標準の
基本とされた営業収益については, その算定方法そのものについて州ごとの相違があった｡ 第に,
納税義務者の範囲についても, 農林業者, 自由業者, 営利組合, 消費組合等の取り扱いに関して州ご
とに異なっていた｡ 年月にライヒ議会に提案された租税統一法は不成立に終わったものの,










本柱が残されることになった｡ 賃金総額税は, ｢収益無関連な｣ 税
で, しかも労働集約的企業に負担の重い ｢職場税｣ であるとして従来から経済界の風当たりが
強く, しかもそれが任意課税であることが課税団体と非課税団体との地域的不均衡をも生み出
し, この税に対する批判を増幅させることになった｡ この賃金総額税の廃止に際しては, 代替
財源として先に導入された市町村所得税参与の比率が％から％へと引き上げられた｡
市町村所得税参与の引上げは財源措置としてはそれなりに評価しうるものではあったが, こ


























市町村が所管する, 経済力関連の, 税率決定権のある税源も所属している｣ という規定が加え
られた｡ この条文は, ひとまず営業税の存続を担保する ｢営業税保障｣ として機能しているが,
基本法それ自体が改正可能な規定である以上, この保障も永久的かつ絶対的なものというわけ
ではない)｡



















法人税付加税が ｢経済力関連｣ で, ｢市町村の税率決定権｣ という要件を満たしているので, 基本法第
条第項のの改正は不要であるとすれば, この条項自体が実は十分な ｢営業税保障｣ ではなかっ
たということになる｡
) 以下の説明は基本的に現行の営業税法による｡ 解説としては() が平易かつ明快
である｡
算がなされ, 営業税課税ベースとしての営業収益 () が算出される｡ この営業
収益に租税指数 (	































) 	()	 ! 
) "()	 にこの例が紹介されている｡
() 賦課率の決定
賦課率の決定は市町村の専管事項であり, 従来基本的に制限はなかった｡ しかし, 後述のよ
うに改正法によって ｢営業税オアシス｣ を防止する目的で現在では最低賦課率％が制限と
























決定される｡ 地域が独自に決定しうるのは賦課率のみである｡ そこで, 賦課率を例えば％
にすれば, 租税測定値総額に乗率％を乗じた金額は営業税納付金として納付されるため,

















すなわち, 営業税は戦前以来, 営業収益税, 営業資本税, 賃金総額税というつの要素によっ





て再生産を阻害しかねない ｢外形標準課税｣ は, ｢資本元本への課税｣ として強い不満の原因
となった｡
②営業収益税は, 既に所得税, 法人税が課税された企業利潤に対する追加的負担である｡













して, 人的会社にはそれがない｡ 一方, 人的会社の営業収益には控除がある上, 累進税率が適
用されるので, 収益額が小さい場合には低負担となり有利である｡
④年度に賃金総額税が廃止され, 年度には営業資本税も廃止されたにもかかわら




いるのに対して, この④の批判は負担の軽重よりも ｢二重課税の禁止｣ という原則的・質的
側面を問題にしているのである｡
















｢連携｣ () が弱まった｡ その結果, 営業税における応益原則の後退や ｢感受性｣
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いた税の存在がきわめて重要である｡ 現行の営業税は, 税率 (市町村では賦課率)決定権につ







望ましい新税としては, ～％の税率で, 市町村が税率決定権を持つ価値創造税 (所得
型付加価値税)が構想される｡ 付加価値税の課税ベースは, 利益, 賃金, 家賃, 地代, 利子で
あり, 納税者は政府部門も含む付加価値生産を行うすべての経済単位である｡
この地方付加価値税は, 加算型 (所得型) の付加価値税であり, 現行の消費型付加価値税で
ある売上税とは別種のものとして構想されている｡ この税は, 売上税とは異なり転嫁が困難で
事業者負担の性格が強いものと理解されており, 当然ながら経済団体はこの税は ｢収益無関連
な｣ 負担をもたらし, ｢超賃金総額税｣ ともいうべきものであると批判した｡
②共同税による代替案 (財政・租税研究所の提案, 年)
この提案は営業税の全面廃止を主張している｡ 市町村のための代替財源としては現行の共同








支払い賃金や企業資産といった ｢収益無関連な｣, ｢外形標準｣ 的要素によっている点は, 安定
的財源を求める市町村の事情を汲んだものとなっている｡
③営業税 ｢再生｣ 案 (ドイツ都市会議の提案, 	年)
非課税となる納税義務者の範囲を最小限に限定し, 原則として営業税法にいうすべての企業
家および企業を納税義務者とする｡ 課税ベースは利益, 賃金, 家賃, 地代, 利子であり, 市町
村が独自の賦課率決定権を有する｡ 課税ベースごとに異なる租税測定値 (全国統一)を適用し,
利益に比べて賃金, 家賃, 地代, 利子の租税測定値は大幅に低くする｡
これは, 課税ベースを ｢収益無関連な｣ 要素にまで拡張しながらも, 収益と ｢収益無関連な｣
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) かつて地方付加価値税論に近い営業税の ｢再生｣ を掲げていた市町村団体における認識の変化は極
めて興味深いので, 以下にその文章を引用する｡
｢本提案は意識的に賃金総額税ないし営業資本税の再導入を放棄している｡ 疑いもなくそれらの廃止







































































旧諸州の歳入 (経常会計) はその割以上が税収によって構成されている｡ 好況がピークに
達した年度には億ユーロ (構成比％) を記録したが, 年度には億ユー











よって, 年度および年度には税額が減少した｡ とはいえ, もともとその比重が低い
ため, 税収減が市町村財政に及ぼす影響は旧諸州に比べれば相対的に小さい｡ 歳入の中で最大
の役割を果たしているのは州交付金で, その比重は一貫して	割を超えている｡
すなわち, 旧諸州の歳入の中心は租税収入であり, 新諸州のそれは州交付金である｡ 新・旧
両州においてこのように税収の果たす役割には大きな差異があることを確認した上で, 次にこ
の税収における営業税の位置づけを確認しておこう｡














実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比
租税及び租税類似収入  	    	  	
州 交 付 金       
 	
料 金 	  	 	
 	 
 	 
そ の 他 収 入   	 	 	 	 	 
合 計   

    	 
新










実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比
租税及び租税類似収入  	 	   
  
州 交 付 金  	  		  	  	
料 金        
そ の 他 収 入      	  	
合 計        
(出所) (	)
表によれば, 営業税納付金を控除した後の営業税 (純額) は, 旧諸州の税収において割
強から割の比重を占め, 割強の水準を推移する市町村所得税参与に次ぐ市町村の基幹税と
なっている｡ 表中, 年度には市町村売上税参与が新規に加わっているが, これは営業資
本税廃止に対する代替措置である｡














    
実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比
	      	 	  
 	  	  	 	 	  	
         
  	   	 		 	 	 
		         
諸 州
    
実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比
 	        
   	      
 	        
     	    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表２ 市町村 (市町村)の各種税の動向 (旧諸州)
項 目    
      	
収入額 (億ユーロ)
租税収入 (純額) 	 	
 	 		 	
 	
 	 	 	 	
うち所得税参与  
  
   	  
 
売上税参与       
営業税純額 	    
 
 
 		  

不動産税          
対前年度増減率 (％)
租税収入 (純額) －  	 
 	  － － － 
うち所得税参与 － －
 －	  
  －	 － －	 －
売上税参与 	  － － － 
営業税純額   	   － － － －	 
不動産税  	  	     	 
人口人当たり収入額 (ユーロ)
租税収入 (純額)    
  	    
うち所得税参与 	  
  
     
売上税参与       





不動産税    	    	 
 
対税収 (純額)構成比 (％)
所 得 税 参 与 	
 		 	
 		 	 	 	 		 	 
売 上 税 参 与 	 	
 	 	   	
営 業 税 純 額  	 	 
 
     	
不 動 産 税 















表３ 市町村 (市町村)の各種税の動向 (新諸州)
項 目 
 	        
収入額(億ユーロ)
租税収入 (純額)   
       	
うち所得税参与          
売上税参与       
営業税純額    
  
    
不動産税          
対前年度増減率 (％)
租税収入 (純額)  － 




うち所得税参与  － － － 	 － －	
  － －
売上税参与   － －  －
営業税純額 －    － 
 －   
不動産税  
   	     
人口人当たり収入額 (ユーロ)
租税収入 (純額)   	     	  
うち所得税参与 

    
     
売上税参与       
営業税純額 	  	       
不動産税 
 
 	 	  	    	
対税収 (純額)構成比 (％)
所 得 税 参 与 
  
  
    	 
売 上 税 参 与     	 
 

営 業 税 純 額 	   	 	 	    










() 市町村財政改革委員会 ｢市町村税｣ 作業部会の報告)
市町村財政改革委員会の市町村税作業部会では作業部会メンバーと学識経験者からなる顧問
会議から都合種類の改革モデルが提案された｡ それらは表のように, 課税ベースから見





















立地的な質｣ に関しては, 経済界の見解として ｢現代化された営業税｣ はドイツの国際的な立
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) この内容については !"#
$(%) による｡ また, &'(－)*!+*,-'(*
.	%は, この連邦政府案が出た段階で市町村財政改革について取り上げた特集で,



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































にあった｡ したがって, ｢市町村経済税｣ という名称こそ共通しているが, 表に整理した











自由業者 (自営事業者を代表する), 個人企業, 人的企業の負担は所得税計算において市町


















額, 家賃, 地代, リース料を算入することは資本会社の負担を時には％以上も高めること

























































連邦 州 旧諸州 旧諸州 新諸州 旧諸州 新諸州 全国
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諸措置    
営業税改革 	 	 	 	
失業扶助・社会扶助の統合 － 	 	 	
予算付属法 －	
 	 	 	
コッホ・シュタインブリュック発議 	 	 	 	
正直な納税の促進 	 － － －
合計 	 	 	 	
(出所)()		
年の改革結果をみると, 経済団体の営業税廃止論にもかかわらず, 営業税はひとまず
防衛された｡ しかし, かつて市町村団体が構想したような営業税の外形標準化によるその ｢再
生｣ はもはや問題外となったし, 政府案にあった納税者の自営事業者への拡大構想さえも挫折






















) 市町村財政改革の決着後, 市場経済財団 (
 !
"#) の市町村財政作業部会は,
①不動産税改革, ②市民税 (市町村所得税参与の独立税化), ③市町村企業税, ④企業賃金税 (賃金
総額税) からなる ｢四支柱モデル｣ ($
%%&) を提案し, 市町村税改革論議に新たな一石
を投じた｡ 営業税改革を焦点とする市町村税改革は市町村財政の窮状と企業の負担軽減要求を背景に
今後も活発に論じられることになろう｡ ｢四支柱モデル｣ については, 	'&(() を参照｡










































































































































































伊東弘文 (0"") 『現代ドイツ地方財政論 (増補版)』 文眞堂｡
関野満夫 () 『現代ドイツ地方税改革論』 日本経済評論社｡
武田公子 (#) ｢法人事業税の外形課税 ドイツ営業税改革論議が示唆するもの｣, 日本租税理論学
会編 『租税原理から税制改革を検証 法人事業税・消費税』 法律文化社, 所収｡
中村良広 (0"") ｢ヴァイマル期ドイツ社会民主党の財政調整論｣ 『経済学論集』 第号, 鹿児島大学
法文学部｡
同 (0""") ｢ドイツ市町村売上税参与の導入と地方自治｣ 『自治総研』 0"""年0月号｡
同 (0) ｢ドイツ市町村税の今日的課題｣ 『月刊自治研』 0年月号｡
西山由美(0""+) ｢ドイツ営業税法の課税標準―営業資本税廃止論をめぐって｣ 『地方税』 0""+年:月号｡
野田裕康 (0"":) ｢ドイツの資産課税｣, 一河秀洋他編 『資産政策と資産課税』 有斐閣｡
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ドイツ営業税改革の現段階
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